
特集新しい時代のまちづくり

1.　はじめに

地域交通は，地方の「暮らし」を守るための基
盤である。
我が国では，人口減少や高齢化に伴う免許返納
が進んでおり，買物，医療，教育等のさまざまな
日常サービスや，インバウンドをはじめとする観
光振興を支える地域交通の役割は一層重要になっ
ている。一方で，乗合バス・鉄軌道等の減便・路
線廃止や，バス・タクシー等の運転者不足等によ
り，地域住民や来訪者が公共交通を利用できない
「交通空白」が生じており，地域交通は危機的な
状況にある。
国土交通省では，バス，タクシー，鉄軌道に加
え，公共ライドシェア，日本版ライドシェア，デ
マンド交通等，あらゆる移動手段を最大限に活用
しながら，「交通空白」の解消に向けて強力に取
組を進めている。
本稿では，国土交通省における「交通空白」解
消に向けた取組，とりわけ財政支援である「『交
通空白』解消等リ・デザイン全面展開プロジェク
ト」について紹介する。

2.　「交通空白」解消に向けた取組

⑴　地域交通のリ・デザイン
国土交通省では，令和 5年に改正，施行した地
域公共交通の活性化及び再生に関する法律（以
下，「地域交通法」という）等を踏まえ，自治体，
交通事業者，地域の多様な主体といった「地域の
関係者」の「連携・協働」を推進し，利用者の利
便性向上と交通事業者等の生産性向上を図りなが
ら，持続可能性の高い地域交通へと再構築（リ・
デザイン）する取組を進めてきた。
【参考】
　国土交通省における地域交通の「リ・デザイン」の取
組については，本誌 2023 年 12 月号特集「魅力ある地域
づくり」：地域公共交通の「リ・デザイン」について ～
交政審「最終とりまとめ」，「地域の公共交通リ・デザイ
ン実現会議」～を参照されたい。

⑵　「交通空白」解消に向けた取組（図－ 1）
令和 6年 7月には，地域交通に係る全国各地の
お困りごとをひとつひとつ具体的に解決するた
め，国土交通大臣を本部長とする国土交通省「交
通空白」解消本部を設置した。地方運輸局等によ
る全国の自治体首長への直接訪問や，自治体職
員・交通事業者等への伴走支援等を通じて「地域
の足」や「観光の足」の確保を図り，「交通空白」
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の解消に向け強力に取組を進めている。
同年 11 月には，「交通空白」解消に向けた官民
の連携・協働体制の構築や民間のノウハウを活用
した取組を推進するため，「交通空白」解消・官
民連携プラットフォームを立ち上げた。本プラッ
トフォームは，令和 7年 12 月末時点で会員数が
1,300 を超え，全国の半数を超える自治体が参画
しているほか，パートナー企業等についてもデジ
タル，インフラ等幅広い業種からの参画があり，
全国規模で官民連携による「交通空白」解消に向
けた取組を進めている。また，本プラットフォー
ムのもと，地域交通分野において全国展開や実装
が期待される新たな仕組みの構築に取り組む「パ
イロット・プロジェクト」を計 30 件公表し，各
事業の課題や成果を広く共有しながら，全国への
横展開を進めることとしている。
【参考】
　国土交通省ホームページ：国土交通省「交通空白」解
消本部
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_
transport_tk_000237.html

⑶　「交通空白」リストアップ調査
国土交通省・観光庁では，令和 7年 2 月から 3
月にかけて，「地域の足」・「観光の足」それぞれ
における「交通空白」を把握するため，「交通空白」
リストアップ調査を実施した。「地域の足」につ
いては，全国の市区町村（1,741 自治体）を対象
にして誰もが利用可能な移動手段がない「交通空
白」の地区数を，「観光の足」については，地域
の関係者（自治体・観光協会・DMO等）を対象
にして観光地への二次交通アクセスに関する「交
通空白」の地点数を把握した。「交通空白」の判
断にあたっては，画一的指標による判断だけでな
く，地域の実情や利用者目線を踏まえた判断が求
められるため，次の考え方に基づきリストアップ
を行った。

◎本調査における「交通空白」の考え方

【地域の足】
・‌�誰もがアクセスできる移動の足がない又は利用しづ
らいなど地域交通に係るお困りごとを抱える地区

図－ 1　国土交通省における「交通空白」解消に向けた取組
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この調査の結果，「地域の足」で約 2,000 地区，
「観光の足」で約 460 地点において「交通空白」
が生じていることが判明した。

⑷　国による総合的な後押し
こうした取組や調査等を踏まえ，国土交通省で
は，令和 7年 5 月に「『交通空白』解消に向けた
取組方針 2025」を策定し，令和 7年度から令和 9
年度までの「交通空白解消・集中対策期間」にお
いて，全国約 2,500 の「交通空白」の解消に目途
をつけることとしている。また，未然防止が必要
とされる地区・地点についても，「交通空白」に
陥ることのないよう先手を打って各地域の課題に
対応することとし，さらには，「交通空白」は今
後も発生が見込まれるため，将来を見据えて，自
治体を中心とする持続可能な体制づくりを進めて
いくこととしている。
このため，国土交通省では，前記の集中対策期
間において自治体や事業者等の「交通空白」に取
り組む関係者に対して，①地方運輸局・運輸支局
等による伴走支援，②制度・事例等に係る情報・
知見の提供，③実証・実装等に向けた十分な財政
支援，④『交通空白』解消・官民連携プラットフ
ォームにおける取組の推進，⑤新たな制度的枠組
みの構築等のあらゆるツール（手段）の活用・強
化を進め，「交通空白」解消に向けた総合的な後
押しを実施している。

3.　‌�財政支援（「交通空白」解消等リ・‌
デザイン全面展開プロジェクト）

⑴　地域の多様な主体による連携・協働の取組に
対する財政支援
国土交通省では，前述の地域交通法改正を見据
えた令和 4年度以降，地域の多様な主体が連携・
協働の上，地域交通の維持・活性化に取り組む実
証運行事業等に対して，必要な財政支援を実施
し，年々その支援内容を充実させてきている。

⑵　令和 7年度「『交通空白』解消等リ・デザイ
ン全面展開プロジェクト」の概要
令和 7年度は，喫緊の「交通空白」解消や持続
可能な地域交通の実現に向けて，「『交通空白』解
消等リ・デザイン全面展開プロジェクト」（地域
公共交通確保維持改善事業）（以下，「令和 7年度
補助金」という）において，次の 4事業について
公募し，約 500 件の実証事業等の取組に対して必
要な財政支援を実施している。

①　事業名称と概要
1）　「交通空白」解消緊急対策事業
「交通空白」の課題があると自治体が判断し
た地域において，公共ライドシェア・日本版ラ
イドシェアやAI デマンド，乗合タクシー等の
「交通空白」の解消に向けたサービスを実施す
るための仕組みの構築を支援する事業
2）　共創モデル実証運行事業
官民・交通事業者間・他分野など複数の主体
の連携・協働（共創）による取組や連携・協働
（共創）を支える仕組みの構築を支援する事業
3）　日本版MaaS 推進・支援事業
複数の交通事業者の連携・協働により，多種
多様な交通サービスを「一つのサービス」とし
て利用可能とすることで，マルチモーダルかつ
シームレスな移動体験を提供するサービスであ
るMaaS（Mobility as a Service）の推進を支
援する事業

（地理的，空間的な「交通空白」に限らない）
例）‌�　鉄道駅から 500  m 圏内にあるものの，当該駅か
らの列車本数が極めて少なく，病院や学校へ行く
「生活の足」としては使い勝手が悪い　等

【観光の足】
・‌�来訪者が主要交通結節点（主要駅，空港等）から観
光地等に向かうための移動手段がない又は利用しづ
らい，あるいは，移動手段はあるが来訪者向けのわ
かりやすい情報発信が不十分であるなど，二次交通
に係るお困りごとを抱える地点

例）‌�　最寄り駅から観光スポットまで，配車から 30 分
以上待ってもタクシーを利用できない　等
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4）　モビリティ人材育成事業
地域交通を軸とした連携・協働（共創）の取組

の促進・普及に向け，広域でモビリティ人材の育
成に関する仕組みの構築・運営を支援する事業

②　事業別採択件数（令和 7年 12 月末現在）
1）　「交通空白」解消緊急対策事業　240 件
2）　共創モデル実証運行事業　157 件
3）　日本版MaaS 推進・支援事業　39 件
4）　モビリティ人材育成事業　61 件

⑶　これまでの財政支援事例
①　能登半島地震復興を支えるデマンド交通‌
（石川県輪島市：令和 6 年度 共創モデル実証‌
運行事業）
令和 6年度「共創・MaaS 実証プロジェクト」※

（地域公共交通確保維持改善事業）（以下，「令和
6年度補助金」という）では，地域の多様な関係
者の連携・協働（共創）による実証運行事業等に
対して，計 328 件の財政支援を実施した。その支
援事例として，令和 6年能登半島地震で被災した
石川県輪島市におけるデマンド交通の実証運行を
紹介する。
※‌�「共創・MaaS実証プロジェクト」は，令和 6年度に実施
した補助制度の名称（令和 7年度補助金の前身の制度）。

能登半島地震（令和 6年 1月 1日）以前の輪島
市では，市街地を循環するコミュニティバスが運
行していたが，家屋倒壊や道路破損の影響で決ま
ったルートでの運行が困難になった。さらに，そ
の後の豪雨災害や仮設住宅の建設等の影響により
住民の居住エリアが大きく変化したものの，被災
により自家用車等を失った住民が多く，移動手段
の確保が急務であった。一方で，地元交通事業者
等も多くが被災しており，運転手や車両の確保が
困難で，地域の輸送資源が限られていた。
こうした状況下で，住民の移動手段を確保する

ため，輪島市や地元交通事業者等が連携・協働の
もと，仮設住宅や商業施設等に停留所を設定し，
利用者の予約に応じて配車されるAI を活用した
デマンド交通「のらんけ＋（プラス）」を導入し

て実証運行を実施した（写真－ 1）。約半年の実
証期間中で計 4,133 人が利用し，1日あたり平均
34.7 人の利用があった。
本実証運行は，地域の多様な関係者の連携・協
働により，被災した多くの住民の移動手段を確
保，利用者の利便性向上による外出機会の拡大，
さらには従前の公共交通を補完する新たな交通モ
ードへのリ・デザインに取り組んだ事例である。
輪島市では，令和 7年度もデマンド交通の運行が
継続されており，引き続き地域の移動手段の確保
に寄与している。

②　部活動の足から地域の足へ拡大（奈良県平群
町：令和 7年度 共創モデル実証運行事業）
前述のとおり，令和 7年度補助金では，喫緊の

「交通空白」解消等を含め約 500 件の実証運行事
業等の取組に対して財政支援を実施している。そ
の支援事例として，奈良県平群町において部活動
の足の確保から始まり，地域の足の確保へと取組
を広げた実証運行を紹介する。
奈良県北西部の山間部に位置する平群町では，
近年の路線バスの一部区間廃止や再編に伴う減便
により，既存の公共交通では地域住民の日常生活
の移動需要に十分対応できない状況が続いてい
た。特に，小中学生の放課後の習い事や部活動等
は保護者の送迎に依存しており，この送迎負担軽
減に向けた移動手段の確保が課題となっていた。

写真－ 1　  石川県輪島市：「のらんけ＋（プラス）」 
への支援（令和 6年度 共創モデル実証運
行事業）
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こうした中，平群町で予定されている部活動の
地域展開（令和 8年度以降）により，従来は中学
校内で行われていた部活動が校外で活動する地域
クラブ等に移行されるため，保護者の送迎負担が
一層増加すると見込まれている。このため，令和
6年度は，部活動の足を確保するという課題に先
手を打って対応すべく，平群町総合型地域スポー
ツクラブが，平群町や地元交通事業者等と連携・
協働のもと，平日に中学生の部活動（一部）等の
送迎バス「くまがしmobi」の実証運行を開始し
た（令和 6年度補助金を活用）。本取組により，
部活動の地域展開後も中学生等が保護者の送迎に
頼らず移動できる体制づくりを進めた。
令和 7年度においては，中学生等の放課後の部
活動送迎に加え，地域住民の移動手段を確保する
取組を段階的に進めている。令和 7年度補助金を
活用し，前期の実証運行では，平日には幼児から
中学生まで，休日には全世代が利用できるよう利
用対象年齢を拡充し，利便性向上のため前年から
運行ルートを追加する等の改善を行った（写真－
2）。さらに後期には，地域のシニアクラブと連携
し，スポーツイベント開催に合わせた実証運行を
実施する。今後は，町内の医療，介護，福祉分野
と連携し，他分野への展開を目指している。
本実証運行は，部活動の地域展開に対応した移
動手段の確保，さらに教育送迎バスに係る人員や
車両等を最大限に活用することで，地域住民の移
動手段の確保にも取り組んでいる事例である。

4.　「交通空白」解消に向けた施策展望

⑴　地域輸送資源のフル活用（図－ 2）
地域の暮らしに目を向けると，病院・学校等の
施設の統合や集約が急速に進んでおり，その結
果，遠距離での通院・通学等を余儀なくされるケ
ースが増加し，地域住民の移動需要が増大してい
る。こうした日常生活に不可欠な医療，福祉，教
育，買物等への移動手段を確保するためには，交
通分野とこれらの他分野との連携強化が急務であ
り，地域における限られた輸送資源（交通事業者
に加え，病院・学校等の施設が保有する施設送迎
等に係る人員・車両等）を最大限に活用する必要
がある。
国土交通省の令和 7年度「交通政策審議会交通
体系分科会地域公共交通部会」※（以下，「地域公
共交通部会」という）において，次のとおりとり
まとめを行った。

※‌�地域公共交通部会は，今後の地域における多様な主体
による総合的，計画的な公共交通の活性化・再生の仕
組みのあり方等を検討するため，国土交通省が設置し
ている会議体。

また，令和 7年 12 月に開催した「第 5回 国土
交通省『交通空白』解消本部」において，本部長
である国土交通大臣から次の指示があった。

○‌�バス・タクシー・公共ライドシェアに係る「交通空
白」等について，地域の輸送資源をフル活用して解
消するため，運転者等の担い手や車両等に関して，
地方公共団体が司令塔役として主体性を発揮して交
通事業者間や施設送迎サービスの提供者等から協力
を得る等，地域の関係者が連携してその実情に応じ
た適切な形態による運送サービスの提供を図る事業
を，地域交通法の地域公共交通特定事業として新た
に創設し，手続の特例，事業の計画的な実施義務を
措置するなど制度的な対応を講じるべき（抜粋）

写真－ 2　  奈良県平群町：「くまがしmobi」への支援 
（令和 7年度 共創モデル実証運行事業）

○‌�地域の輸送資源のフル活用事例の創出など「交通空
白」解消の取組を一層加速させること。
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国土交通省では，前述した奈良県平群町の事例
（他分野（教育）の施設送迎サービスの人員や車
両等を活用する事例）のように，地域輸送資源を
フル活用して地域住民の移動手段を確保する取組
について，早期に制度的な対応（地域交通法の改
正）を講じるとともに，厚生労働省，文部科学
省，スポーツ庁等の関係省庁と連携し，他分野連
携の促進や好事例の創出を図り，「交通空白」解
消の取組を一層加速させていくこととしている。

⑵　次年度を見据えた財政支援
前述の「第 5回 国土交通省『交通空白』解消
本部」において，次年度（令和 8年度）の財政支
援を見据え，「令和 7年度補正予算を活用した『交
通空白』解消等リ・デザイン全面展開」を発表し

た（図－ 3）。「交通空白」解消に向けた地域の移
動手段の確保等に対する支援のほか，共同化・協
業化，デジタル技術を活用した高度サービスの実
装（地域交通DX），地方公共団体の体制整備等
を幅広く支援し，持続的な地域公共交通の確立を
目的として，次の 4類型で事業公募を予定してい
る。
①　「交通空白」解消タイプ
②　共同化・協業化促進タイプ
③　地域交通DX推進タイプ
④　モビリティ人材・組織育成タイプ
なお，本補助制度の公募期間や要件等の詳細
は，現在調整中であり，決定次第，国土交通省ホ
ームページ等で周知する予定である。
国土交通省では，次年度においても「交通空白」
の解消や持続可能な地域交通の実現に資する取組
に対して，引き続き必要な財政支援を実施してい
く。

図－ 2　  交通と医療・福祉・教育等他分野連携による地域輸送資源のフル活用について

（地域輸送資源のフル活用に関連する部分を抜粋）

○‌�地域公共交通部会での「とりまとめ」を踏まえ，新
たな制度的枠組みを構築するための法改正につい
て，次期通常国会も視野に入れ，できるだけ早期に
具体化を図ること。
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5.　おわりに

国土交通省では，全国各地で「交通空白」の解
消を進め，地域住民や来訪者をはじめ「誰もが，
行きたいときに，行きたいところへ行くことので
きる社会」の実現を目指している。そのために，
現在の日本のみならず，将来の日本においても，
地域交通が地方の「暮らし」を守るための基盤と
しての役割を果たし続けることができるよう，必
要な財政支援を含め，地域の取組を総合的かつ継
続的に後押ししていく所存である。

図－ 3　令和 7年度補正予算を活用した『交通空白』解消等リ・デザイン全面展開
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